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１．東北の概況（17年答申以降の約10年間の比較）
• 人口及び鉄道サービスが減少傾向にある中で、旅客及び貨物輸送量は震災後、徐々に回復傾向にある。
• 道路実延長及び自動車保有台数の自動車関連指標は全国と同等に増加傾向にある。

項目
種別

単位 基準年次 東北（Ａ）
増減状況
H17年比

全国（Ｂ） Ａ／Ｂ（％） 資料出典

可住地面積

平方
キロ
メー
トル

H17 20,267.44 － 121,384.07 16.7
総務省（社会生活統計指標－都道
府県の指標）

H22 20,305.92 +0.0% 121,941.41 16.7
（最新）H26.10.1 20,345.51 +0.4% 122,203.88 16.6

可住地
人口密度

人/㎢
H17 479.6 1,045.2 45.9

可住地面積：社会生活統計指標
人口：住民基本台帳要覧

H22 462.7 ▲3.5% 1,040.2 44.5
（最新） 449.5 ▲6.3% 1,051.0 42.8

人口 千人

H17.3.31 9,720 － 126,869 7.7
総務省（住民基本台帳人口要覧）H22.3.31 9,417 ▲3.1% 127,066 7.

（最新）H27.1.1 9,145 ▲5.9% 128,438 7.1

県民所得 十億
円

H17 24,056 － 400,508 6.0
内閣府（県民経済計算）H22 22,400 ▲6.9% 374,215 6.0県民所得

円
内閣府（県民経済計算）H22 22,400 ▲6.9% 374,215 6.0

（最新）H25年度 24,395 +1.4% 390,172 6.3

鉄軌道旅客
営業キロ

ｷﾛ
ﾒｰﾄﾙ

H17 3,693 － 27,635 13.4
国土交通省（鉄道輸送統計月報）
（）内は長期運休路線を除いた

H22 3,674 ▲0.5% 27,643 13.3
（最新）H28.3末 3,621

(3,328)
▲1.9%

（▲9.9％）
27,754

(273,335)
13.0

(12.1)

道路実延長 ｷﾛ
ﾒｰﾄﾙ

H17 151,874 － 1,170,363 13.0
国土交通省（道路統計年報）H22 153,022 +0.8% 1,207,867 12.7

（最新）H26.4.1 154,279 +1.6% 1,218,772 12.7

旅客輸送量 百万
人

H17 639 － 28,548 2.2 国土交通省（旅客地域流動調査）
※平成22年度以降、自家用自動車を

含まないため、自家用自動車を除く
数値で整理

H22 575 ▲10.0% 28,894 2.0
（最新）H25年度 609 ▲4.7% 29,746 2.0

貨物輸送量 百万
トン

H17 1,003 － 5,585 18.0
国土交通省（貨物地域流動調査）H22 897 ▲10.6% 5,105 17.6

（最新）H25年度 993 ▲1.0% 4,895 20.3

自動車保有台
数

千台

H17 6,889 － 78,278 8.8
国土交通省（自動車保有車両数）H22 6,815 ▲1.1% 78,693 8.7

（最新）H28.3 7,124 +3.4% 80,901 8.8 1
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２．東北における輸送人員の推移（鉄道・バス・タクシー）

• 鉄道及び乗合バスの輸送人員は横ばいから減少傾向であったが、東日本大震災の翌年(H23)以降は、増加に転じた。
• 一方、タクシーの輸送人員は、東日本大震災以降も減少し続けている。
• なお、東北地方の人口１人あたりでみると、鉄道やバスは震災以降増加し、その後横ばい傾向となっている。

■東北における輸送人員（総数）
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■（参考）人口１人あたり輸送人員
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２．東北における輸送人員の推移（鉄道・バス・タクシー）

• 鉄道輸送人員は、人口推移とほぼ同様の傾向で推移していたものの、H23に大きく減少後、H24以降は人口推移を上
回っている。

• 乗合バスの輸送人員は人口推移を下回る傾向であったが、H22以降増加に転じ、現在では概ね人口推移と同等である。
• 一方、タクシー、旅客船についてはH26年度時点で、人口推移以上に大きく減少している。
• なお、人口１人当たりの利用者数でみると、鉄道とバスはH26時点でH17を若干上回っている。

■東北における輸送人員（総数）の増減（H17＝１）
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■（参考）人口１人あたり輸送人員の増減



２．東北における輸送人員の推移（鉄道・バス・タクシー）

【各県別の傾向：乗合バス】
• 輸送人員の多い宮城県や岩手県ではH23以降増加に転じたため、東北全体も同様に増加傾向となっているが、他県に
ついては、減少もしくは横ばい傾向となっている。
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■（参考）人口１人あたり輸送人員



２．東北における輸送人員の推移（鉄道・バス・タクシー）

【各県別の傾向：タクシー・ハイヤー】
• すべての県において減少傾向である。
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■東北におけるタクシー・ハイヤー輸送人員（総数）
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■（参考）人口１人あたり輸送人員
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２．東北における輸送人員等の推移（自動車関連）

【東北全体の傾向：自動車関連】
• H17と最新時点を比較すると、人口が減少傾向にあるのに対し、自動車保有台数及び免許保有者ともに増加傾向にあ
る。

１７年答申
東日本大震災
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２．東北における輸送人員等の推移（自動車関連）

• 人口が減少傾向にあるのに対し、自動車保有台数及び免許保有者数は増加傾向にある。
• 東日本大震災以降、特に自動車保有台数の増加率が大きい。
P8の増減率算定版（H17＝１００）
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東日本大震災
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２．東北における輸送人員等の推移（自動車関連）

【東北全体の傾向：自動車関連】
• 免許所有者本人の申請による運転免許の取消件数、運転経歴証明書交付件数ともに、近年は急激に増加している。
• 高齢者人口の増加傾向と比較すると、近年では人口増加に呼応するように免許返納が増加しつつある。
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３．東北における公共交通サービスの現状
• 震災以降、在来線は輸送人員が減少しているが、新幹線や仙台市営地下鉄は緩やかに増加している。
• 営業収入全体も、減少傾向から回復基調にあり、近年では答申時点を上回っている。

１７年答申 東日本大震災
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３．東北における公共交通サービスの現状
• 近年、乗合事業（バス・乗合タクシー）の車両台数、事業者数は増加傾向が続いているが、営業収入はH23まで減
少、それ以降は増加に転じている。

事業者数及び車両数の推移
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３．東北における公共交通サービスの現状
• 福祉限定タクシーの増加に伴い、事業者数は増加傾向にあるものの、タクシー・ハイヤーの総車両台数及び営業収入は
特定地域特措法に基づく減車・休車もあり減少傾向にある。
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３．東北における公共交通サービスの現状
【人口密度（H22)と公共交通ネットワーク（鉄道＋路線バス）の関係】
• 東北全域を見ると、人口密度の高い地域の集中する拠点間及び連担す
る地域間に鉄道ネットワークを形成する傾向。

• 一方、人口密度が低い地域にもバス路線を中心に運行（一部の鉄道
路線沿線についても人口密度が極めて低い）。

• また、人口密度の低い地域ほど、公共交通カバー率は低い傾向。
＝> 面的に網羅されつつも、低密度地域が広がる地方部

を中心に、公共交通の維持・確保が困難な状況
注）１㎞メッシュ人口は、

平成22年国勢調査

地域メッシュ統計より。

バス路線は平成24年時点、

凡 例

～250人/km2
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500～1,000人/km2

1,000～2,500人/km2

2,500人/km2～

凡例
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バス路線
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３．東北における公共交通サービスの現状
【人口増減状況（H17~22）と公共交通ネットワークの関係】
• 平成17年から22年の人口増減状況をみると、特に人口密度の低
い地域ほど人口減少が進行。

• 平成22年以降においても、東北全体の人口減少は進んでおり、低
密度地域もより一層人口が減少しているものと想定。

• よって、公共交通の維持・確保はますます困難性が高くなっているも
のと推察。

■人口規模別に見たH17～H22の人口増減率

■人口増減状況と

公共交通ネットワーク

凡例

～30％減少

30％～15減少

～15％減少

～15％増加

15％～30％増加

30％増加～

凡例

鉄道

注1)各年国勢調査ﾒｯｼｭ別人口

注2)東北全域(６県合計)の人口は、ﾒｯｼｭ単位を積み
上げたものであり県人口の合計とは一致しない

注3)H17時点でﾒｯｼｭ人口がゼロは対象から除く

単位：人/㎢

ﾒｯｼｭ別人口（人） 増減率：（H22－H17）／H17

H22 H17

～250 1,549,341 1,696,379

250～500 1,050,559 1,107,625

500～1,000 1,072,469 1,105,848

1,000～2,500 1,793,209 1,811,205

2,500～ 3,790,702 3,824,655

６ 県 合 計 9,256,280 9,545,712

-9%
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-3%
-1%
-1%

-3%

-10%-8%-6%-4%-2%0%

H17 H22
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３．東北における公共交通サービスの現状
【人口減少の将来予測】
• 平成42年には全体的に人口減少が進行。特に、人口密度の高い
地域及び中低密度（250～500人/k㎡）地域において半減近く
まで減少。

• 駅やバス停から1㎞内の人口も大きく減少。
=＞公共交通機関を維持していくことが、地方部に限らず都市部
においても厳しくなると想定

凡 例

～250人/km2

250～500人/km2

500～1,000人/km2

1,000～2,500人/km2

2,500人/km2～

凡例

鉄道

バス路線

注1）１㎞メッシュ人口は、平成４
２年推計値

出典：国土交通省国土政策局

注２）バス路線は平成24年時点
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３．東北における公共交通サービスの現状
【「公共交通が整備されていること」に対する市民の満足度・重要度】
• 平成21年度に実施した「利用者アンケート（回答総数1,700人）」によると、居住地域の人口密度が低く、また、運行
本数が極めて低い地域住民からも、「公共交通が整備されていること」に対して満足している層、重要と感じている層が一
定割合いることを確認。

=>人口密度にかかわらず“公共交通が整備されている”ということに対する市民ニーズがあることを確認。
P8の免許返納状況等を踏まえると、今後一層の公共交通の確保ニーズが高まると推察（＝維持する意義）。

21% 25% 20% 18% 15% 1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000人/ｋ㎡～(N=109)

満足している どちらかといえば満足している どちらともいえない

どちらかといえば不満である 不満である わからない

■居住地市区町村人口密度（Ｈ２１）別にみた

「公共交通が整備されていること」に対する満足度

■居住地市区町村人口密度（Ｈ２１）別にみた

「公共交通が整備されていること」への重要度

31% 50% 19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000人/ｋ㎡～(N=88)

重要度が高い 重要度が低い・自分には関係ない わからない

45%

37%

11%

10%

4%

1%

2%

0%

14%

35%

27%

26%

18%

15%

11%

6%

5%

20%

14%

19%

33%

43%

33%

43%

40%

42%

32%

0%

2%

6%

3%

10%

10%

18%

14%

7%

0%

1%

3%

3%

5%

8%

8%

8%

4%

7%

14%

21%

20%

32%

27%

26%

30%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000人/ｋ㎡～(N=101)

500～1,000人/ｋ㎡(N=228)

250～500人/k㎡(N=574)

200～250人/k㎡(N=60)

150～200人/k㎡(N=120)

100～150人/k㎡(N=171)

50～100人/k㎡(N=194)

0～50人/k㎡(N=66)

全体(N=1514)

概ね15分に１本以上 概ね30分に１本以上 概ね60分に１本以上

概ね２～３時間に１本以上 1日に数本程度 週に数本程度

わからない

15%

10%

6%

4%

3%

2%

1%

9%

32%

25%

29%

8%

10%

11%

20%

21%

26%

23%

19%

23%

26%

26%

21%

24%

15%

19%

16%

23%

20%

22%

15%

19%

9%

21%

26%

35%

35%

33%

33%

24%

2%

2%

6%

6%

5%

7%

9%

4%

500～1,000人/ｋ㎡(N=246)

250～500人/k㎡(N=632)

200～250人/k㎡(N=70)

150～200人/k㎡(N=132)

100～150人/k㎡(N=204)

50～100人/k㎡(N=232)

0～50人/k㎡(N=75)

全体(N=1700)

25%

24%

21%

20%

19%

17%

14%

23%

55%

44%

46%

32%

31%

29%

47%

42%

20%

32%

33%

49%

50%

54%

40%

35%

500～1,000人/ｋ㎡(N=198)

250～500人/k㎡(N=457)

200～250人/k㎡(N=48)

150～200人/k㎡(N=82)

100～150人/k㎡(N=108)

50～100人/k㎡(N=140)

0～50人/k㎡(N=43)

全体(N=1164)

（出典）平成21年度「東北地方公共交通利用者アンケート」（東北運輸局）。
注１）居住地市区町村人口密度は、住民基本台帳に基づく人口(H21）を各市区町村総面積（国土地理院）で除したもの。

（参考）居住地市区町村人口密度（H21)別にみた、回答者の自宅周辺の

公共交通（鉄道又はバス）の運行本数
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３．東北における公共交通サービスの現状
【参考】各県別の人口密度と公共交通ネットワークの現状

①青森県 ②岩手県

注）バス路線は平成24年時点

凡例

～250人

250～500人

500～1,000人

1,000～2,500人

2,500人から

凡例

鉄道

バス路線

注）バス路線は平成24年時点

凡例

～250人

250～500人

500～1,000人

1,000～2,500人

2,500人から

凡例

鉄道

バス路線

増加

増減率：（H22－H17）／H17

-10%
-6%

-5%
2%

-3%
-4%

-12%-10%-8%-6%-4%

合計とは一致しない

単位：人/㎢

ﾒｯｼｭ別人口（人） 増減率：（H22－H17）／H17

H22 H17

～250 326,206 354,016

250～500 161,914 170,866

500～1,000 177,773 183,393

1,000～2,500 296,794 304,829

2,500～ 355,982 358,718

岩 手 県 合 計 1,318,669 1,371,822

-8%
-5%

-3%
-3%

-1%
-4%

-10%-8%-6%-4%-2%0%

注1)各年国勢調査ﾒｯｼｭ別人口
注2)岩手県合計の人口は、ﾒｯｼｭ単位を積み上げたものであり県人口の合計とは一致しない
注3)H17時点でﾒｯｼｭ人口がゼロは対象から除く

凡例

～30％減少

30％～15減少

～15％減少

～15％増加

15％～30％増加

30％増加～

凡例

鉄道

単位：人/㎢

ﾒｯｼｭ別人口（人） 増減率：（H22－H17）／H17

H22 H17

～250 164,769 182,506

250～500 158,628 168,147

500～1,000 184,896 195,183

1,000～2,500 257,767 263,433

2,500～ 576,369 593,438

青 森 県 合 計 1,342,429 1,402,707

-10%
-6%

-5%
-2%

-3%
-4%

-12%-10%-8%-6%-4%-2%0%

注1)各年国勢調査ﾒｯｼｭ別人口
注2)青森県合計の人口は、ﾒｯｼｭ単位を積み上げたものであり県人口の合計とは一致しない
注3)H17時点でﾒｯｼｭ人口がゼロは対象から除く

凡例

～30％減少

30％～15減少

～15％減少

～15％増加

15％～30％増加

30％増加～

凡例

鉄道
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３．東北における公共交通サービスの現状
【参考】各県別の人口密度と公共交通ネットワークの現状

③宮城県 ④秋田県

注）バス路線は平成24年時点

凡例

～250人

250～500人

500～1,000人

1,000～2,500人

2,500人から

凡例

鉄道

バス路線

凡例

～250人

250～500人

500～1,000人

1,000～2,500人

2,500人から

凡例

鉄道

バス路線注）バス路線は平成24年時点

単位：人/㎢

ﾒｯｼｭ別人口（人） 増減率：（H22－H17）／H17

H22 H17

～250 252,561 276,347

250～500 175,287 183,391

500～1,000 181,636 184,028

1,000～2,500 379,042 368,434

2,500～ 1,343,773 1,330,599

宮 城 県 合 計 2,332,299 2,342,799

-9%
-4%

-1%
3%

1%
0%

-10%-8%-6%-4%-2%0%2%4%

注1)各年国勢調査ﾒｯｼｭ別人口
注2)宮城県合計の人口は、ﾒｯｼｭ単位を積み上げたものであり県人口の合計とは一致しない
注3)H17時点でﾒｯｼｭ人口がゼロは対象から除く

凡例

～30％減少

30％～15減少

～15％減少

～15％増加

15％～30％増加

30％増加～

凡例

鉄道

注）バス路線は平成24年時点

バス路線

単位：人/㎢

ﾒｯｼｭ別人口（人） 増減率：（H22－H17）／H17

H22 H17

～250 243,227 268,416

250～500 162,060 172,755

500～1,000 142,388 147,877

1,000～2,500 209,900 216,532

2,500～ 322,670 333,045

秋 田 県 合 計 1,080,245 1,138,625

-9%
-6%

-4%
-3%
-3%

-5%

-10%-8%-6%-4%-2%0%

注1)各年国勢調査ﾒｯｼｭ別人口
注2)秋田県合計の人口は、ﾒｯｼｭ単位を積み上げ

たものであり県人口の合計とは一致しない
注3)H17時点でﾒｯｼｭ人口がゼロは対象から除く

凡例

～30％減少

30％～15減少

～15％減少

～15％増加

15％～30％増加

30％増加～

凡例

鉄道
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３．東北における公共交通サービスの現状
【参考】各県別の人口密度と公共交通ネットワークの現状

⑤山形県 ⑥福島県

注）バス路線は平成24年時点

凡例

～250人

250～500人

500～1,000人

1,000～2,500人

2,500人から

凡例

鉄道

バス路線
注）バス路線は平成24年時点

凡例

～250人

250～500人

500～1,000人

1,000～2,500人

2,500人から

凡例

鉄道

バス路線

注）バス路線は平成24年時点

凡例

～30％減少

30％～15減少

～15％減少

～15％増加

15％～30％増加

30％増加～

凡例

鉄道

単位：人/㎢

ﾒｯｼｭ別人口（人） 増減率：（H22－H17）／H17

H22 H17

～250 180,299 198,764

250～500 164,174 173,478

500～1,000 162,515 170,235

1,000～2,500 220,121 223,122

2,500～ 437,650 445,526

山 形 県 合 計 1,164,759 1,211,125

-9%
-5%

-5%
-1%

-2%
-4%

-10%-8%-6%-4%-2%0%

注1)各年国勢調査ﾒｯｼｭ別人口
注2)山形県合計の人口は、ﾒｯｼｭ単位を積み上げたものであり県人口の合計とは一致しない

注3)H17時点でﾒｯｼｭ人口がゼロは対象から除く

単位：人/㎢

ﾒｯｼｭ別人口（人） 増減率：（H22－H17）／H17

H22 H17

～250 382,279 416,330

250～500 228,496 238,988

500～1,000 223,261 225,132

1,000～2,500 429,585 434,855

2,500～ 754,258 763,329

福 島 県 合 計 2,017,879 2,078,634

-8%
-4%

-1%
-1%
-1%

-3%

-10%-8%-6%-4%-2%0%

注1)各年国勢調査ﾒｯｼｭ別人口
注2)福島県合計の人口は、ﾒｯｼｭ単位を積み上げたものであり県人口の合計とは一致しない

注3)H17時点でﾒｯｼｭ人口がゼロは対象から除く

凡例

～30％減少

30％～15減少

～15％減少

～15％増加

15％～30％増加

30％増加～

凡例

鉄道
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４．東北における観光の現状

• 観光入込数は、宮城県、山形県を除き、この５ヵ年で減少。東北６県計についても減少し、実入込客数、延べ入込客
数ともに約８％減少。

平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年

青森県
１，４８７

（３，４２１）
１，１１１

（３，１５４）
１，１４８

（３，２９５）
９８３

（３，３１７）
１，１８１

（３，３９６）

岩手県
１，２２９

（２，８９６）
１，１７８

（２，２７１）
９７５

（２，７４０）
８３０

（２，８８４）
７９２

（２，８９４）

宮城県
１，９９８

（６，１２９）
１，５７７

（４，３１６）
２，４７２

（５，２０８）
１，８５０

（５，５６９）
２，２６３

（５，７４２）

①東北各県における観光入込数の推移〔上段：実入込客数、下段：延べ入込客数〕

（単位：万人）
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宮城県 （６，１２９） （４，３１６） （５，２０８） （５，５６９） （５，７４２）

秋田県
１，０４４※

（４，３８９）
１，０４３

（２，９４５）
８８８

（３，１７５）
９５８

（３，２１３）
９９８

（３，２０５）

山形県
１，４５２

（４，０３９）
１，４５３

（３，５１７）
１，５２１

（３，７９９）
１，５８３

（３，９８０）
１，７６３

（４，０１７）

福島県
２，２５４

（５，７１８）
１，４８２

（３，５２１）
１，６３９

（４，４４６）
１，７５５

（４，８３１）
１，７２２

（４，６８９）

東北６県
９，４６４

（２６，５９１）
７，８４４

（１９，７２４）
８，６４３

（２２，６６３）
７，９５８

（２３，７９６）
８，７２０

（２４，３８２）

新潟県
２，６７６

（７，０８２）
２，６１７

（６，６６７）
２，５７６

（７，０８６）
３，１１５

（７，１６０）
３，２１４

（７，２９９）

•資料：各県観光統計資料及び観光庁「共通基準による観光入込客統計」により東北運輸局作成

•※ 平成２２年の秋田県の実入込客数は推計値



４．東北における観光の現状

• 一方で、宿泊者数については、秋田県をのぞき、平成22年から27年までの6ヵ年で増加傾向。東北６県計についても約
7％増加しているが、観光目的に限定すると13％減少している。

②東北各県における延べ宿泊者数〔上段：総数、下段：うち観光目的※〕

（単位：万人）

平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

青森県
３５４

（１３１）
３５９

（１３６）
３５４

（１２９）
３５５

（１３１）
３７８

（１３４）
３６６

（１４０）

岩手県
４２６

（２６５）
４８９

（２４９）
４９３

（２６６）
４６９

（２５２）
４７７

（２５０）
４９３

（２２６）

宮城県
７２４

（３９８）
８１８

（３２９）
８３３

（３５３）
８４９

（３５５）
８４０

（３７３）
８５９

（３５８）
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宮城県
（３９８） （３２９） （３５３） （３５５） （３７３） （３５８）

秋田県
３１３

（１６５）
２７３

（１２４）
２８４

（１２０）
２８３

（１１２）
２７２

（１１１）
２５８

（１１２）

山形県
４２６

（２５４）
４２５

（２３５）
４１７

（２２５）
４３５

（２３０）
４４３

（２４０）
４３３

（２３１）

福島県
７８２

（５１７）
８００

（４２４）
７４５

（３７７）
７９０

（４０５）
８２９

（４３０）
８４２

（４３２）

東北６県
３，０２５

（１，７２９）
３，１６５

（１，４９６）
３，１２５

（１，４７１）
３，１８０

（１，４８５）
３，２３９

（１，５３６）
３，２５１

（１，５００）

新潟県 ７３４ ７６８ ７４５ ７３０ ７３９ ７４５

•資料：観光庁「宿泊旅行統計調査報告」（平成２２～２６年は確定値 平成２７年は暫定値） •従業員数１０人以上の宿泊施設の延べ宿泊者数

•※観光目的＝観光目的の宿泊客が５０％以上の施設における延べ宿泊者数



５．（参考）これまでの地域公共交通に関する国の施策

○Ｈ１０年 ６月：「交通運輸における需給調整規制廃止に向けて必要となる環境整備方策等について」

（運輸政策審議会総合部会 答申）

平成１０年６月の運輸政策審議会総合部会の答申を踏まえ、各事業の規制緩和や、地域公共交通の活性化の
ための支援策を実施してきたところ。

各事業の規制緩和

東北運輸局管内での動き

○Ｈ１２年 ２月：貸切バス事業（道路運送法）、国内航空運送事業（航空法）の規制緩和

○同 ３月：旅客鉄道事業（鉄道事業法）の規制緩和

○同 １０月：国内旅客船事業（海上運送法）の規制緩和

○Ｈ１４年 ２月：乗合バス事業・タクシー事業（道路運送法）の規制緩和
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○Ｈ１５年 ３月（第６回東北地方交通審議会）：「東北における望ましい交通のあり方及び観光振興戦略」について諮問

○Ｈ１６年 ５月（第７回東北地方交通審議会）：中間報告及び交通部会設置承認

○Ｈ１７年 ３月（第８回東北地方交通審議会）：「東北における望ましい交通のあり方及び観光振興戦略」について答申

○Ｈ１８年 ３月（第９回東北地方交通審議会）：政策推進部会の設置を承認

○Ｈ１８年１１月、Ｈ１９年２月 ：２回の政策推進部会を開催

○Ｈ２１年 ３月（第12回東北地方交通審議会）：「東北における望ましい交通のあり方及び観光振興戦略」に記載の施策の
うち、重点的に実施すべき施策について政策推進部会で検討を行い、第13
回東北交通審議会において、答申期間の後半期において取り組むプログラ
ム（「東北交通アクションプラン（仮称）」）として策定することを承認

○Ｈ２１年 ７月～Ｈ２２年３月 ：４回の政策推進部会を開催

○Ｈ２２年 ３月（第13回東北地方交通審議会）： 「東北公共交通アクションプラン」を決定

○Ｈ２５年 ３月（第15回東北地方交通審議会）：東日本大震災や関越道における高速ツアーバスの事故の発生により新たな
課題が発生したことに対応するため「東北公共交通アクションプラン」の
一部改定を提案、了承



５．（参考）これまでの地域公共交通に関する国の施策
地域公共交通活性化のための支援策や制度の創設等

○Ｈ１０年 ：「バス利用促進等総合対策事業」創設（オムニバスタウン整備事業等）

○Ｈ１３年 ：規制緩和に対応した「地方バス路線維持費補助制度」の抜本改正

（事業者ごとの補助→路線ごとの補助 等）

○同 ：「交通需要マネジメント（ＴＤＭ）実証実験」創設

○Ｈ１４年 ：「公共交通活性化総合プログラム」創設

○Ｈ１８年１０月：自家用有償旅客運送の登録制度の創設、コミュニティバスや乗合タクシー等の普及に 資する乗合旅客運送に
係る規制の適正化（道路運送法の一部改正）

＜改正のポイント＞
・自家用有償旅客運送の登録制度の創設

（地域の関係者の合意が得られている場合、市町村やＮＰＯによる自家用自動車を使用した有償運送が可能（登録制））
・コミュニティバスや乗合タクシー等の普及に資する乗合旅客運送にかかる規制の適正化

（定期定路線以外の乗合運送も「一般乗合旅客自動車運送事業」に分類、運賃及び料金について、地域の関係者の合意が
得られている場合、上限認可制から事前届出制に規制を緩和）
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○Ｈ１９年１０月：「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」施行

○Ｈ２０年 ：「地域公共交通活性化・再生総合事業」創設

○Ｈ２３年 ：「地域公共交通確保維持改善事業（生活交通サバイバル戦略）」創設

○Ｈ２５年１２月：「交通政策基本法」施行

○Ｈ２６年１１月：「地域公共交通活性化再生法の一部改正法」施行

○Ｈ２７年 ２月：「交通政策基本計画」閣議決定

○Ｈ２７年 ６月：「交通政策白書」閣議決定

○Ｈ２７年 ８月：「地域公共交通活性化再生法律及び（独）鉄道運輸機構法の一部改正法」施行

得られている場合、上限認可制から事前届出制に規制を緩和）

＜改正のポイント＞
・持続可能な地域公共交通網の形成にする地域公共交通の活性化及び再生を推進するため、以下等について定められた。

－市町村等による「地域公共交通網形成計画」の作成
－同計画に定められた地域公共交通再編事業を実施するための「地域公共交通再編実施計画」の作成
－同計画が国土交通大臣の認定を受けた場合における同事業の実施による道路運送法等の特例 等



５．（参考）これまでの地域公共交通に関する国の施策

その他交通関係の主な制度改正

（平成16年以降、一部重複あり）

○Ｈ１６年７月 ：国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律 施行 〈安全〉

○Ｈ１７年８月 ：都市鉄道等利便増進法 施行 〈鉄道〉

○Ｈ１７年１０月：流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（物流総合効率化法）施行 〈物流〉

○Ｈ１８年１０月：改正道路運送法（自家用自動車による有償旅客運送制度の創設等）施行 〈バス〉

○Ｈ１８年１０月：運輸の安全性の向上のための鉄道事業法等の一部を改正する法律（運輸安全一括法）施行〈安全〉

○Ｈ１８年１２月：高齢者障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）施行 〈バリアフリー〉

○Ｈ１９年１月 ：観光立国推進基本法 施行 〈観光〉

○Ｈ１９年１０月：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 施行 〈地域交通〉
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○Ｈ２０年４月 ：京都議定書における目標期間 開始 〈環境〉

○Ｈ２１年１０月：特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適性化及び活性化に関する特別措置法

（タクシー適正化・活性化法）施行 〈タクシー〉

○Ｈ２４年１２月：都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）施行 〈環境〉

○Ｈ２５年１月 ：超小型モビリティの認定制度 運用開始 〈地域交通〉

○Ｈ２５年７月 ：新高速乗合バス制度 運用開始 〈バス〉

○Ｈ２５年１２月：交通政策基本法 施行

○Ｈ２６年１月 ：改正特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適性化及び活性化

に関する特別措置法（タクシー「サービス向上」「安全利用」推進法） 〈タクシー〉

○Ｈ２６年５月 ：改正地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、改正都市再生特別措置法等成立 〈地域交通〉


